
 
  
  
 
 
 
 
 
 

李在明新政権と⽇韓⾸脳会談 
冨樫あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
No. 097（27 Aug. 2025） 
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前⼤統領が今年 4 ⽉ 4 ⽉に弾劾された
のを受けて、6 ⽉に実施された⼤統領選挙で李在

イ・ジェ

明
ミョン

⽒が当選した。49.42％という⾼い得票率は、
李在明⼤統領に対する国⺠の期待を反映したも
のであった。  

李在明政権は、対⽇強硬外交を展開した⽂ 在
ムン・ジェ

寅
イン

元⼤統領と同じ進歩派政権に属する。実際、
李在明⼤統領は、「共に⺠主党」党⾸時代から対
⽇批判を繰り返していた。したがって、⽇本側
の懸念は、尹錫悦政権で好転した⽇韓関係の悪
化にあった。しかし、李在明⼤統領は、⼤統領選
挙戦を通して従来の強硬姿勢を封印し、「⽇本と
本当に良い関係を築きたい」と話すほどの対⽇
融和姿勢を⾒せた。このような路線転換は、当
選確実と⾒られていた李在明⼤統領にとって、
より多くの⽀持者を獲得することで、弾劾をめ
ぐって分断した社会を乗り越えて「国⺠統合」
を実現する意図があった。 

⾸脳会談に際して⾏われた読売新聞とのイン
タビューにおいて李在明⼤統領は、⽇本は「韓
国にとってとても重要な存在」であると語り、
2015 年の慰安婦合意や尹錫悦政権が発表した
徴⽤⼯問題の第三者弁済など、歴史問題をめぐ
るこの間の合意を順守する意向を明らかにした。
8 ⽉ 23 ⽇に東京で開催された⽇韓⾸脳会談は、
このような流れを受けたものだった。 

⾸脳会談後、17 年ぶりに発表されたプレスリ
リースでは、植⺠地⽀配に対して「痛切な反省
と⼼からのお詫び」が記された 1998 年の「⽇韓
パートナシップ宣⾔」における⽇本の⽴場を⽯
破総理が引き継ぐことが明記された⼀⽅で、こ

の間の懸案事項であった歴史問題に対する直接
の⾔及は避けられた。プレスリリースには、北
朝鮮への対応や安全保障協⼒に加えて、経済産
業分野のみならず少⼦⾼齢化や⼈⼝減少など両
国が共有する問題に共に取り組んでいくことも
盛り込まれた。 

李在明政権が⽇韓協⼒を重視する背景には、
韓国が直⾯する厳しい戦略環境がある。2023 年
12 ⽉に北朝鮮の⾦正恩朝鮮労働党委員⻑が、韓
国を敵国と認識する「敵対的⼆国論」を発表し
て以来、南北関係の緊張は続き、中国と韓国と
の関係は尹錫悦政権期において断絶状態と⾔わ
れるまで悪化した。同盟国である⽶国との関係
にも不安が残る。⽶国との関税交渉はひと段落
したものの、防衛費をはじめとする同盟再編を
めぐる⽶韓交渉は当⾯の外交課題であることに
変わりはない。 

2025 年は、⽇韓基本条約が締結されてから 60
年⽬にあたる。⽇本と韓国は、時には⼿を取り
合って、時には疎遠になりながらも、冷戦期か
ら冷戦崩壊そして現在の⽶中競争と、変化する
国際情勢に⽴ち向かってきた。世界が荒波の最
中にある今、外交という航海は⼀国をもってし
ては成功しない。遡ること江⼾時代、対⾺藩で
対朝鮮外交を担当した儒学者⾬森芳洲は、お互
いに欺かず、真実をもって交わる「誠信外交」の
必要性を説いた。今⽇の国際政治が欺瞞に満ち
ているからこそ、⽇韓は「誠信外交」を胸に刻
み、ひたすらにその関係を発展していくことを
期待せざるを得ない。 

 

 
 
 
 
 

No. 091（14 April 2025） 

 尹錫悦⼤統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
「非請求⼈（尹
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錫
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 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 
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 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に

答えるように、尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 
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 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 
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 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 

No. 098（27 Aug. 2025）

選確実と見られていた李在明大統領にとって、
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前⼤統領が今年 4 ⽉ 4 ⽉に弾劾された
のを受けて、6 ⽉に実施された⼤統領選挙で李在
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⽒が当選した。49.42％という⾼い得票率は、
李在明⼤統領に対する国⺠の期待を反映したも
のであった。  

李在明政権は、対⽇強硬外交を展開した⽂ 在
ムン・ジェ

寅
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元⼤統領と同じ進歩派政権に属する。実際、
李在明⼤統領は、「共に⺠主党」党⾸時代から対
⽇批判を繰り返していた。したがって、⽇本側
の懸念は、尹錫悦政権で好転した⽇韓関係の悪
化にあった。しかし、李在明⼤統領は、⼤統領選
挙戦を通して従来の強硬姿勢を封印し、「⽇本と
本当に良い関係を築きたい」と話すほどの対⽇
融和姿勢を⾒せた。このような路線転換は、当
選確実と⾒られていた李在明⼤統領にとって、
より多くの⽀持者を獲得することで、弾劾をめ
ぐって分断した社会を乗り越えて「国⺠統合」
を実現する意図があった。 

⾸脳会談に際して⾏われた読売新聞とのイン
タビューにおいて李在明⼤統領は、⽇本は「韓
国にとってとても重要な存在」であると語り、
2015 年の慰安婦合意や尹錫悦政権が発表した
徴⽤⼯問題の第三者弁済など、歴史問題をめぐ
るこの間の合意を順守する意向を明らかにした。
8 ⽉ 23 ⽇に東京で開催された⽇韓⾸脳会談は、
このような流れを受けたものだった。 

⾸脳会談後、17 年ぶりに発表されたプレスリ
リースでは、植⺠地⽀配に対して「痛切な反省
と⼼からのお詫び」が記された 1998 年の「⽇韓
パートナシップ宣⾔」における⽇本の⽴場を⽯
破総理が引き継ぐことが明記された⼀⽅で、こ

の間の懸案事項であった歴史問題に対する直接
の⾔及は避けられた。プレスリリースには、北
朝鮮への対応や安全保障協⼒に加えて、経済産
業分野のみならず少⼦⾼齢化や⼈⼝減少など両
国が共有する問題に共に取り組んでいくことも
盛り込まれた。 

李在明政権が⽇韓協⼒を重視する背景には、
韓国が直⾯する厳しい戦略環境がある。2023 年
12 ⽉に北朝鮮の⾦正恩朝鮮労働党委員⻑が、韓
国を敵国と認識する「敵対的⼆国論」を発表し
て以来、南北関係の緊張は続き、中国と韓国と
の関係は尹錫悦政権期において断絶状態と⾔わ
れるまで悪化した。同盟国である⽶国との関係
にも不安が残る。⽶国との関税交渉はひと段落
したものの、防衛費をはじめとする同盟再編を
めぐる⽶韓交渉は当⾯の外交課題であることに
変わりはない。 

2025 年は、⽇韓基本条約が締結されてから 60
年⽬にあたる。⽇本と韓国は、時には⼿を取り
合って、時には疎遠になりながらも、冷戦期か
ら冷戦崩壊そして現在の⽶中競争と、変化する
国際情勢に⽴ち向かってきた。世界が荒波の最
中にある今、外交という航海は⼀国をもってし
ては成功しない。遡ること江⼾時代、対⾺藩で
対朝鮮外交を担当した儒学者⾬森芳洲は、お互
いに欺かず、真実をもって交わる「誠信外交」の
必要性を説いた。今⽇の国際政治が欺瞞に満ち
ているからこそ、⽇韓は「誠信外交」を胸に刻
み、ひたすらにその関係を発展していくことを
期待せざるを得ない。 
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前⼤統領が今年 4 ⽉ 4 ⽉に弾劾された
のを受けて、6 ⽉に実施された⼤統領選挙で李在

イ・ジェ

明
ミョン

⽒が当選した。49.42％という⾼い得票率は、
李在明⼤統領に対する国⺠の期待を反映したも
のであった。  

李在明政権は、対⽇強硬外交を展開した⽂ 在
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元⼤統領と同じ進歩派政権に属する。実際、
李在明⼤統領は、「共に⺠主党」党⾸時代から対
⽇批判を繰り返していた。したがって、⽇本側
の懸念は、尹錫悦政権で好転した⽇韓関係の悪
化にあった。しかし、李在明⼤統領は、⼤統領選
挙戦を通して従来の強硬姿勢を封印し、「⽇本と
本当に良い関係を築きたい」と話すほどの対⽇
融和姿勢を⾒せた。このような路線転換は、当
選確実と⾒られていた李在明⼤統領にとって、
より多くの⽀持者を獲得することで、弾劾をめ
ぐって分断した社会を乗り越えて「国⺠統合」
を実現する意図があった。 

⾸脳会談に際して⾏われた読売新聞とのイン
タビューにおいて李在明⼤統領は、⽇本は「韓
国にとってとても重要な存在」であると語り、
2015 年の慰安婦合意や尹錫悦政権が発表した
徴⽤⼯問題の第三者弁済など、歴史問題をめぐ
るこの間の合意を順守する意向を明らかにした。
8 ⽉ 23 ⽇に東京で開催された⽇韓⾸脳会談は、
このような流れを受けたものだった。 

⾸脳会談後、17 年ぶりに発表されたプレスリ
リースでは、植⺠地⽀配に対して「痛切な反省
と⼼からのお詫び」が記された 1998 年の「⽇韓
パートナシップ宣⾔」における⽇本の⽴場を⽯
破総理が引き継ぐことが明記された⼀⽅で、こ

の間の懸案事項であった歴史問題に対する直接
の⾔及は避けられた。プレスリリースには、北
朝鮮への対応や安全保障協⼒に加えて、経済産
業分野のみならず少⼦⾼齢化や⼈⼝減少など両
国が共有する問題に共に取り組んでいくことも
盛り込まれた。 

李在明政権が⽇韓協⼒を重視する背景には、
韓国が直⾯する厳しい戦略環境がある。2023 年
12 ⽉に北朝鮮の⾦正恩朝鮮労働党委員⻑が、韓
国を敵国と認識する「敵対的⼆国論」を発表し
て以来、南北関係の緊張は続き、中国と韓国と
の関係は尹錫悦政権期において断絶状態と⾔わ
れるまで悪化した。同盟国である⽶国との関係
にも不安が残る。⽶国との関税交渉はひと段落
したものの、防衛費をはじめとする同盟再編を
めぐる⽶韓交渉は当⾯の外交課題であることに
変わりはない。 

2025 年は、⽇韓基本条約が締結されてから 60
年⽬にあたる。⽇本と韓国は、時には⼿を取り
合って、時には疎遠になりながらも、冷戦期か
ら冷戦崩壊そして現在の⽶中競争と、変化する
国際情勢に⽴ち向かってきた。世界が荒波の最
中にある今、外交という航海は⼀国をもってし
ては成功しない。遡ること江⼾時代、対⾺藩で
対朝鮮外交を担当した儒学者⾬森芳洲は、お互
いに欺かず、真実をもって交わる「誠信外交」の
必要性を説いた。今⽇の国際政治が欺瞞に満ち
ているからこそ、⽇韓は「誠信外交」を胸に刻
み、ひたすらにその関係を発展していくことを
期待せざるを得ない。 

 

国にとってとても重要な存在」であると語り、

8 月 23 日に東京で開催された日韓首脳会談は、

李在明政権が日韓協力を重視する背景には、
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 尹錫悦大統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
「非請求人（尹
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 大統領）による違憲、違法
行為は、国民の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重大な
違法行為である」。2025 年 4 月 4 日、尹錫悦大統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、大統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 日目であった。大統領罷免が宣言された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現行
の韓国憲政史において、これほど暗く、⾧い４か
月があっただろうか。  

12 月 14 日に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は大統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った民主運動
陣営のみならず、民主主義を信頼する市民にとっ
て、尹錫悦大統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法行為であった。民主陣営の言論人ら
は、12 月の非常戒厳令発布を、すでに権力を握る
者が、自らの権力をより拡大強化することを目的
とする自主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である民
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、大統領代行を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強めた。 
対する尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 大統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を行い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国民に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。大統領が所属する保守与党は、大統領
支持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に
答えるように、尹
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 大統領を熱狂的に支持する

市民は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、一部支持者は、1 月 19 日大統領拘束令
状を発布したソウル西部地方法院（裁判所）を襲
撃した。その様子は、まさに、2021 年米国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。支持者２名が弾劾反対を叫び、焼身自殺した。 

尹
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 大統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
自由民主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国民による政治
活動と言論の自由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告文において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対立は「民主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双方間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する手段が民主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 

尹
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 は、内乱首魁（首謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹
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 政権は、「民
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、日
韓関係を正常化し、日米韓協力の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「民主主義の守護者」が
韓国民主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 


